
令和４年度 産業建設常任委員会行政視察報告 

 

◆ 参加委員 委 員 長  鈴木一弘 

       副委員長  佐久間好夫 

       委  員  安齋政保 

       委  員  武藤清志 

       委  員  本多俊昭 

       委  員  佐藤 有 

       委  員  斎藤広二 

 

◆ 視 察 先 福岡県大野城市 

◆ 視察内容 まち歩きアプリの活用 

◆ 視 察 日 令和５年２月１日（水曜日） 

 

 大野城市は、着地型観光施策を進めていくにあたり、ＩＴツールを活用した

アプリを平成２９年３月にリリースしました。このアプリは、市の歴史、文化

財、自然及び産業等の地域資源を効果的に発信する手段として、市内に点在す

る地域資源を地点に構成したコースを、ミッションをクリアしながらゲーム感

覚で回遊するもので、令和４年１２月からは更なる利用者拡大のためＷＥＢ版

に移行して運用を行っております。 

 地点に設置しているＱＲコードを読み込むことでポイントを獲得でき、獲得

したポイントに応じて電子上のご当地キャラクターオリジナルカードや特産品

などと交換できる仕組みとなっており、現時点においては店舗や史跡、公共施

設等で１２４の地点、２８のコース等が整備されております。 

 事業費及び財源については、アプリのシステム構築費約５００万円及びアプ

リの年間保守費用約８５万円は一般財源、ＷＥＢ版のシステム構築及び移行費

約３３０万円及びＷＥＢ版の年間保守費用約６５万円は福岡県宿泊税交付金を

充当しております。 

 また、事業開始から６年間の実績として、アプリのダウンロード件数は５，

７４２件、地点回遊数は２３，２６８件、景品交換申請数は２４５件と、決し

視察の様子 
 



て多い数字とは言えないことから、一時の利用者ではなく、使い続けてもらえ

る利用者を増やす新たな取り組みを検討する必要があるとの説明がありました。 

 当市においても、数多くの地域資源があり、また、市内周遊への観光拠点と

なる「にほんまつ城報館」もオープンしたことから、城報館を基点とした、周

遊性を高めるＩＴツールを活用した事業展開など、新たな可能性を見いだせる

と感じたところであります。 

 

◆ 視 察 先 福岡県うきは市 

◆ 視察内容 「うきはテロワールプロジェクト」及び「うきは６次産業化研

究開発・事業化支援センターの取り組み」 

◆ 視 察 日 令和５年２月２日（木曜日） 

 

 まず、「うきはテロワールプロジェクト」についてでありますが、平成２７年

度の地方創生事業として、農業と関連性が深い気候、地形、地質及び土壌の地

理的環境調査分析を行った結果、地質や地形がフランスのワイン名産地によく

似た特徴であったことから、市をとりまく農業環境を「うきはテロワール」と

名付け、フルーツを中心に地元農産物のブランド化に取り組んでおり、各種プ

ロモーション等を継続的に行っております。 

 ブランド化においては、情緒的なプロモーションに頼らず、科学的に分析し

た根拠に基づくプロモーションを行い、地域や商品についての姿勢や理念をじ

っくり植え付けることにより、情報の信憑性を重視するマスコミやバイヤーな

どへ「買いたい」「利用したい」といった訴求力を高めたことで、「フルーツ王

国」という代名詞や、九州じゃらんの九州・山口道の駅人気ランキング７年連

続１位などの実績に繋がったとの説明がありました。 

 また、うきは市は、全国７９２ある市で唯一、地下水だけで生活用水がまか

なわれている市であり、当該事業については、農業の発展に欠かせない水源や

上下水道等を所管する部署において説明いただいたところであります。 

 次に、「うきは６次産業化研究開発・事業化支援センターの取り組み」につい

てでありますが、地元農産物等を活用した新たな特産品の開発や製品の高付加

価値化による「うきはブランド」を構築することで、農業者等の所得増大を推



進し、地域産業の振興を図るための施設として、令和元年７月１日にオープン

しました。 

 施設建設及び加工機器等の導入整備に要した事業費は約１億４，５００万円

であり、財源の２分の１は国の地方創生拠点整備交付金及び地方創生推進交付

金を活用し、残りは市の一般財源であります。また、１期３年の指定管理者制

度を導入しており、指定管理業務委託料は年間８５０万円、令和４年度からは

２期目となり、市内の洋菓子店に委託しております。 

 運営開始から３年間の実績として、利用件数は１，０１７件２，０９２人、

主に果樹や野菜を使ったドライフルーツやジャム、プリンなど３３の商品が開

発されております。 

 また、開発された商品の販路として、道の駅やＪＡ直売所に協力いただいて

いるが、それ以外のネット販売等の販路については個人で対応している状況で

あるため、販路開拓等は今後の課題であるとの説明がありました。 

 当市においても、農業は市の基幹産業であります。農業環境をより良くする

ために、農業の根幹である水から始まり、生産、加工、ブランド化、販売に至

るまで、全庁的に連携した事業展開は、大いに参考とすべき点があると感じた

ところであります。 

 

◆ 視 察 先 大分県日田市 

◆ 視察内容 水道料金の統一 

◆ 視 察 日 令和５年２月２日（木曜日） 

 

日田市は、平成１７年３月２２日に１市２町３村が合併し、合併時には上水

道１施設、簡易水道５５施設、給水施設７施設、飲用井戸１１施設の合計７４

施設、３８の料金体系がありました。合併協定において、「上水道は現行どおり、

簡易水道及び給水施設は合併後５年度間は現行どおりとし、その後、一本化に

向けた検討を新市において行う。」としており、平成２５年１０月に旧市の上水

道料金の水準で統一を行っております。 

統一にあたっては、激変緩和策として１０年間の経過措置を実施しており、

その内容は、１年目は現行比１．２５倍、２年目は１．５倍、１０年目で３．



５倍となるように、毎年０．２５倍ずつ段階的に上限を引き上げ、１１年目と

なる令和５年１０月以降は上限設定なしの統一料金とするというものでありま

す。 

また、料金体系は用途別ではなく、客観的に区分できる口径別を採用し、節

水機器の普及や単身世帯の増加等により小口の使用者が増加していることから、

基本水量を１０立方メートルから８立方メートルに引き下げ、一般家庭で口径

２０ミリメートルを設置している場合には申請不要で口径１３ミリメートルの

料金をみなし適用するなど、統一にあたり、市民に対する公平性の確保や負担

軽減にも努められていました。 

また、地元や関係団体等への説明会を重ね、丁寧な説明に努めた結果、議会

や市民からの目立った反対はなく、統一後も、毎年上限を引き上げる時期には、

広報紙で市民に対して周知を図っているとの説明がありました。 

当市においても、水道料金の統一は合併以降解決すべき課題の１つであり、

統一に向けては財政状況及び経済状況等を勘案しつつ、市民に対して丁寧に説

明を行いながら、激変緩和策や負担軽減策についても検討が必要であると感じ

たところであります。 


